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平成 18年 12月期  個別中間財務諸表の概要                平成 18 年 8 月 23 日 

上 場 会 社 名         京葉瓦斯株式会社                                 上場取引所 東 
コ ー ド 番 号          9539                                                   本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.keiyogas.co.jp/）                               千葉県 
代  表  者   役職名   代表取締役社長            氏名 佐久間 信夫 
問合せ先責任者   役職名   経理部経理ｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ  氏名 江口 孝    ＴＥＬ (047) 325－2722 
中間決算取締役会開催日 平成 18 年 8月 23 日                   配当支払開始日 平成 18 年 9月 13 日 

単元株制度採用の有無            有(１単元  1,000 株) 
 
１．18 年 6 月中間期の業績(平成 18 年 1 月 1 日～平成 18 年 6 月 30 日) 
(1) 経営成績                                                                   (百万円未満切捨て) 
 売 上 高     営業利益 経常利益 
 百万円    ％ 百万円     ％ 百万円     ％ 
18 年 6 月中間期 
17 年 6 月中間期 

43,628    4.6 
41,720    7.6 

4,331  △ 18.7 
5,329      8.7 

4,305  △ 18.5 
5,280      8.7 

17 年 12 月期 72,411        3,582          3,459          
 
 

中間(当期)純利益 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 百万円      ％ 円   銭 

18 年 6 月中間期 
17 年 6 月中間期 

2,815  △ 23.6 
3,686      6.5 

51.58 
67.51 

17 年 12 月期 1,757         31.46 

 
 
 

 (注) ①期中平均株式数  18 年 6 月中間期  54,585,952 株  17 年 6 月中間期 54,610,240 株 17 年 12 月期 54,603,483 株 
      ②会計処理の方法の変更   無 
       ③売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率 
 
(2)財政状態 
 総 資 産     純 資 産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円   銭 
18 年 6 月中間期 
17 年 6 月中間期 

89,448 
84,458 

40,133 
38,345 

44.9 
45.4 

735.29 
702.25 

17 年 12 月期 87,043 37,979 43.6 695.00 
(注)①期末発行済株式数 18 年 6 月中間期 54,582,203 株 17 年 6 月中間期 54,603,216 株 17 年 12 月期 54,589,702 株 
  ②期末自己株式数  18 年 6 月中間期     92,797 株 17 年 6 月中間期   71,784 株 17 年 12 月期   85,298 株 
 
２．18 年 12 月期の業績予想(平成 18 年 1 月 1 日～平成 18 年 12 月 31 日) 

 売 上 高     経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通   期 77,500 3,700 2,400 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 43 円 97 銭 
 
３．配当状況 
・現金配当 1 株当たり配当金（円） 
 中間期末 期末 年間 
17 年 12 月期 3.50 4.50 8.00 
18 年 12 月期（実績） 3.50 ―  
18 年 12 月期（予想） ― 4.50 8.00 
(注)18 年 12 月期期末配当金(予想)の内訳  普通配当  3 円 50 銭  80 万戸達成記念配当  1 円 00 銭 
 
※上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々
な要因によって上記予想数値と異なる結果となることがあります。 
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経 営 成 績 
 

1．当中間期の概況 
（１）営業の概況 

当中間期につきましては都市ガスの普及と販売量の増大に努めました結果、6 月末のお客さま件数

は前期末に比べ8,350戸増加の804,366戸となり、ガス販売量は前年同期に比べ4.5％増加の376,368

千ｍ3となりました。 

ガス販売量を用途別に見ますと、家庭用につきましては、お客さま件数が増加したことに加え年初

の気温・水温が低めであったことなどにより、前年同期比 5.5％増加の 193,642 千ｍ3となりました。

また、業務用のガス販売量につきましても、工業用を中心に堅調に推移した結果、前年同期比 3.4％

増加の182,725千ｍ3となりました。 

(45ＭＪ/ｍ3) 

項          目 単位 当中間期 前中間期 増  減 増減率 

お 客 さ ま 件 数 戸 804,366   788,528 15,838 2.0％ 

ガ  
家    庭    用 千ｍ3 193,642 183,561 10,080 5.5   

ス 業  
商  業  用 〃 51,197 50,007 1,190 2.4   

販 務 
工  業  用 〃 102,716 98,631 4,085 4.1   

売 用 
そ  の  他 〃 28,811 28,046 765 2.7   

量 

 
    計 〃 182,725 176,684 6,041 3.4   

 
  合      計 〃 376,368 360,246 16,121 4.5   

(※当社は平成18年2月21日に供給ガスの標準熱量引下げ(46.04655MJ/m3から45MJ/m3へ)を行ったため、ガス

販売量の対前年同期比較は引下げ後の熱量に換算して行っております。) 

 

（２）収支の概要 

当中間期のガス売上高は、ガス販売量の増加等により前年同期比 5.6％増加の 379 億円となりまし

た。これに受注工事、機器販売等のその他売上56億円（対前年同期1.7％減少）を加えた総売上高は 

436億円（対前年同期19億円 4.6％増加）となりました。 

一方、費用面につきましては、原料価格の高騰により売上原価が大幅に増加(対前年同期 21.8％増

加)したことなどにより、営業費用は前年同期に比べ8.0％の増加となりました。 

この結果、営業利益は前年同期に比べ18.7％減少の43億円、経常利益は18.5％減少の43億円、中

間純利益は23.6％減少の28億円となりました。 
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                                  （単位：億円） 
対前年同期比較 対前年同期比較 

収             益 
増 減 率(％) 

費             用 
増 減 率(％) 

ガス売上 379 20 5.6 売  上  原  価 173 31 21.8 

    供 給 販 売 費 145 6 4.6 

    一 般 管 理 費 19 △7 △28.0 

製
品
売
上 

    計 337 29 9.7 

受注工事 28 △1 △5.0 受注工事 28 △1 △5.0 

機器販売 27 △0 △0.1 機器販売 26 0 1.6 

そ の 他 0 0 300.6 そ の 他 0 0 118.5 

そ
の
他
売
上 計 56 △0 △1.7 

そ
の
他
費
用 計 55 △0 △1.6 

総  売  上  高 436 19 4.6 営  業  費  用 392 29 8.0 

    営  業  利  益 43 △9 △18.7 

営 業 外 収 益 2 0 13.4 営 業 外 費 用 3 0 3.2 

収    益    計  439 19 4.6 費    用    計 395 29 7.9 

    経  常  利  益 43 △9 △18.5 

特 別 利 益 0 △3 △83.5    － 

    中 間 純 利 益        28 △8 △23.6 

        
 

(３)中間配当金 

中間配当につきましては、1株につき3円50銭の配当をいたします。 

 

２．通期の見通し 

通期のガス販売量につきましては、対前期比3.5％増加の679百万ｍ３となる見通しです。売上高に

つきましては、原料費調整制度によるガス売上高の上方調整の影響などにより、対前期比 7.0％増加

の775億円を見込んでおります。 

 

(単位：百万円) 

 18年度見通し 17年度実績 増 減 増減率 

ガス販売量(百万ｍ３) 679 656 23 3.5％ 

売 上 高 77,500 72,411 5,089 7.0  

営 業 利 益 3,800 3,582 218 6.1  

経 常 利 益 3,700 3,459 241 7.0  

当 期 純 利 益 2,400 1,757 643 36.6  
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中間貸借対照表 

(単位：百万円）
当中間期 前期 前中間期
(18.6.30) (17.12.31) (17.6.30)

(資産の部)
固  定  資  産 81,503 76,922 4,580 72,688

63,557 59,415 4,141 57,836
製造設備 2,123 2,290 △ 166 2,360
供給設備 47,931 41,958 5,972 38,669
業務設備 9,333 7,604 1,728 8,817
附帯事業設備 1,589 1,590 △0 200
建設仮勘定 2,578 5,970 △ 3,392 7,787

3,085 3,437 △ 352 3,323
14,860 14,069 790 11,528

投資有価証券 7,699 7,993 △ 294 5,006
その他 7,249 6,172 1,076 6,617
貸倒引当金 △ 88 △ 97 8 △ 95

流  動  資  産 7,945 10,120 △ 2,175 11,770
現金及び預金 1,694 2,697 △ 1,002 5,932
受取手形 42 99 △ 56 268
売掛金 4,110 4,517 △ 407 3,535
たな卸資産 386 513 △ 126 329
受注工事勘定 498 911 △ 413 540
その他 1,248 1,423 △ 174 1,199
貸倒引当金 △ 36 △ 42 5 △ 35

89,448 87,043 2,404 84,458
(負債の部)

固  定  負  債 32,049 28,015 4,034 27,872
2,000 2,000 － 2,000
21,528 17,172 4,355 18,421
6,797 6,830 △ 33 6,663
513 471 42 788

固定資産除却損失引当金 1,210 1,540 △ 330 － 
流  動  負  債 17,265 21,048 △ 3,783 18,240

2,277 3,132 △ 854 1,689
202 201 1 202

10,891 13,657 △ 2,766 12,153
49,314 49,063 250 46,113

増 減

投資その他の資産

有形固定資産

無形固定資産

社債

その他
負債合計

賞与引当金

退職給付引当金

固定負債
買掛金

資産合計

長期借入金

ガスホルダ－修繕引当金

科 目

1年以内に期限到来の
3,892 4,057 △ 164 4,195
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(単位：百万円）
当中間期 前期 前中間期
(18.6.30) (17.12.31) (17.6.30)

(純資産の部)

株主資本 37,437 － 37,437 － 

資本金 2,754 － 2,754 － 

資本剰余金 36 － 36 － 

資本準備金 36 － 36 － 

利益剰余金 34,688 － 34,688 － 

利益準備金 688 － 688 － 

その他利益剰余金 33,999 － 33,999 － 

固定資産圧縮積立金 178 － 178 － 

別途積立金 30,580 － 30,580 － 

繰越利益剰余金 3,241 － 3,241 － 

自己株式 △ 40 － △ 40 － 

評価・換算差額等 2,695 － 2,695 － 

その他有価証券評価差額金 2,695 － 2,695 － 
40,133 － 40,133 － 

(資本の部)
資    本    金 － 2,754 △ 2,754 2,754
資 本 剰 余 金 － 36 △ 36 36

－ 36 △ 36 36
利 益 剰 余 金 － 32,158 △ 32,158 34,278

－ 688 △ 688 688
－ 86 △ 86 86
－ 95 △ 95 95
－ 29,280 △ 29,280 29,280
－ 2,007 △ 2,007 4,127

株式等評価差額金 － 3,066 △ 3,066 1,303
－ 3,066 △ 3,066 1,303

自　己　株　式 － △ 36 36 △ 27
自己株式 － △ 36 36 △ 27

－ 37,979 △ 37,979 38,345
89,448 87,043 2,404 84,458負債純資産合計(負債資本合計)

資本合計

その他有価証券評価差額金

固定資産圧縮積立金

資本準備金

利益準備金

科 目 増 減

固定資産圧縮特別勘定積立金
別途積立金
中間(当期)未処分利益

純資産合計
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中間損益計算書 
（単位：百万円)

当中間期 前中間期 前　　期

（18.1～18.6） （17.1～17.6） （17.1～17.12）

製  品  売  上 37,946 35,940 2,006 62,398 

売  上  原  価 17,344 14,239 3,105 27,264 

（売上総利益） (20,601) (21,700) (△1,098) (35,134)

供 給 販 売 費 14,511 13,873 637 27,430 

一 般 管 理 費 1,916 2,661 △744 4,432 

(事業利益） (4,173) (5,165) (△992) (3,270)

営 業 雑 収 益 5,616 5,768 △152 9,918 

営 業 雑 費 用 5,501 5,606 △104 9,675 

附 帯 事 業 収 益 65 11 54 94 

附 帯 事 業 費 用 23 10 12 26 

（営業利益） (4,331) (5,329) (△997) (3,582)

営 業 外 収 益 276 244 32 417 

受取利息 11 15 △3 59 

その他 264 229 35 358 

営 業 外 費 用 302 293 9 539 

支払利息 236 244 △8 465 

その他 66 48 17 74 

（経常利益） (4,305) (5,280) (△974) (3,459)

特  別  利  益 69 421 △352 582 

投資有価証券売却益 69 421 △352 421 

ガスホルダー修繕
引当金戻入額

－ － － 160 

特  別  損  失 － 105 △105 1,646 

固定資産減損損失 － 105 △105 105 

固定資産除却損失
引当金引当額

－ － － 1,540 

（税引前中間(当期)純利益） (4,375) (5,596) (△1,221) (2,395)

法人税等 1,560 1,910 △350 1,590 

法人税等調整額 － － － △952 

中間(当期)純利益 2,815 3,686 △871 1,757 

前期繰越利益 － 440 △440 440 

中間配当額 － － － 191 

中間(当期)未処分利益 － 4,127 △4,127 2,007 

科　　　　　目 増 減
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中間株主資本等変動計算書 

当中間期（18.1～18.6） (単位：百万円)

17.12.31残高 2,754 36 36 688 86 95 29,280 2,007 32,158 △ 36 34,913 3,066 3,066 37,979

固定資産圧縮

積立金の取崩 △ 4 4

固定資産圧縮

積立金の積立 95 △ 95

固定資産圧縮特別

勘定積立金の取崩 △ 95 95

剰余金の配当 △ 245 △ 245 △ 245 △ 245

役員賞与の支給 △ 40 △ 40 △ 40 △ 40

別途積立金の積立 1,300 △ 1,300

中間純利益 2,815 2,815 2,815 2,815

自己株式の取得 △ 4 △ 4 △ 4

△ 371 △ 371 △ 371

91 △ 95 1,300 1,234 2,529 △ 4 2,524 △ 371 △ 371 2,153

18.6.30残高 2,754 36 36 688 178 30,580 3,241 34,688 △ 40 37,437 2,695 2,695 40,133

資本剰余金

資本金 自己
株式

株主
資本
合計繰越利益

剰余金

利益剰余金

利益
準備金

固定資産
圧縮
積立金

固定資産
圧縮特別
勘定積立金

別途
積立金

中間会計期間中の
変動額合計

純資産
合計

株主資本

資本
準備金

資本
剰余金
合計

評価･換算差額等

その他有
価証券評
価差額金

評価･換算
差額等
合計

株主資本以外の項目
の中間会計期間中の
変動額(純額)

中間会計期間中の変動額

利益
剰余金
合計

その他利益剰余金

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－23－ 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却

原価は移動平均法により算定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

② デリバティブ 

時価法 

③ たな卸資産 

製 品  移動平均法による原価法  

原 料  移動平均法による原価法 

貯蔵品  移動平均法による原価法 

２． 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 定率法 

無形固定資産 定額法 

長期前払費用 均等償却 

ただし､平成 10 年 4 月 1 日以降取得の建物(建物附属設備を除く)については、定額法によってい

る。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっている。

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（5 年）に基づく定額法

によっている。 

３． 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当中間期末において発生していると認められる額を計上している。なお、過去勤務債務に

ついてはその発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（5年）による定額法に

より費用処理している。また、数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（5年）による定率法により、翌期から費用処理することとしている。 

③ ガスホルダ－修繕引当金 

 球形ガスホルダ－の周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、次回修繕見積額を次回

修繕までの期間に配分して計上している。 
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④ 固定資産除却損失引当金 

市川工場の廃止に伴う除却損及び撤去費用の発生に備えるため、見積額を計上している 

⑤  賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上している。 

４． リース取引の処理方法 

 リ－ス物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リ－ス取引につい

ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。 

５． その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 

会計方針の変更 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準) 

当中間期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第5号 平成17

年12月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適

用指針第8号 平成17年12月9日)を適用している。従来の資本の部の合計に相当する金額は40,133

百万円である。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期における中間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則により作成している。 

(株主資本等変動計算書に関する会計基準) 

当中間期より、「株主資本等変動計算書に関する会計基準」(企業会計基準第 6 号 平成 17 年 12 月

27日)及び「株主資本等変動計算書に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第9号 平

成17年12月27日)を適用している。 

なお、中間財務諸表等規則の改正により、当中間期から中間損益計算書の末尾は中間純利益とされ

ている。また、当中間期から「中間株主資本等変動計算書」を作成している。 

注記事項 

  当中間期 前 期 前中間期 

（１）有形固定資産の減価償却累計額 122,300百万円 123,871百万円 121,716百万円 

（２）担保に供している資産 

有形固定資産 

 

26,907百万円 

 

28,919百万円 

 

25,769百万円 

（３）保  証  債  務 2,020百万円 2,020百万円 1,020百万円 

（４）ガス事業の性質上、ガス売上の季節的変動が著しいため、上半期売上高と下半期売上高との間に著し

い相違があり、上半期と下半期の業績に季節的変動がある。 

（５）税効果会計の適用に当たり「簡便法」を採用しているため、当中間期及び前中間期の法人税等につい

ては、法人税等調整額を含めた金額で一括掲記している。 
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（６）自己株式の種類及び株式数に関する事項 

株式の種類 前期末 増 加 減 少 当中間期末 

普通株式 (注) 85,298株 7,499株 － 92,797株 

合  計 85,298株 7,499株 － 92,797株 

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加7,499株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

リース取引 

ＥＤＩＮＥＴにより半期報告書の開示を行なうため記載を省略している。 

有価証券 

当中間期(18.6.30) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。 

前  期(17.12.31) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。 

前中間期(17.6.30) 

時価のある子会社株式及び関連会社株式は所有していない。 


